
別記 
第１号様式（第14条関係） 

年  月  日  
 東京都知事 殿 

（法人にあっては、名称、代表者の職・氏名及び主たる事業所の所在地） 

氏名                      
 

住所 〒 
                         電話番号      （    ） 
 

令和８年度 東京都環境保全資金融資あっせん申込書 
 
 令和８年度東京都環境保全資金融資あっせん要綱に基づく東京都環境保全資金について、次のとおり融資
あっせんを受けたいので関係書類を添えて申し込みます。 
 
１ 事業所の概要 

業 種  資本金又は出資金 万円 従業員数 人 

現在地での事業年数 年 事業税又は都民税  完納 ・ 未納 （どちらかを○で囲んでください。） 

 
２ 申込みの概要 

融資あっせん申込額 万円 借受期間       年        月   

希望金融機関 

       銀  行 
       信用金庫             店 
       信用組合 
株式会社商工組合中央金庫 
東京都信用農業協同組合連合会 

償還方法 ７か月目から月賦 

使用の本拠地 
事業所名称  

所 在 地  

購入車両 車  名 車両型式 車両総重量 主な架装内容 見 積 額 

１台目   Kg  円 

２台目   Kg  円 

３台目   Kg  円 

注① 見積額は、車両本体価格とともに、架装、必要付属品（オプション）、自動車重量税、自賠責保険料、手続代行費
用、法定費用等の諸経費及び消費税も含みます。 

 ② 現在所有している車両の自動車検査証の写し（電子車検証の場合は自動車検査証の写し及び自動車検査証記録事
項の写し）（粒子状物質減少装置装着車の場合は装置装着証明書も必要）を添付してください。 

 ③ 上記以外にも融資あっせんの条件となる項目があります。必ずリーフレット又はホームページの融資条件に係る
項目を確認の上、お申し込みください。 

 ④ ４台目からは、裏面に記入してください。 
 

登録予定時期 
年  月  日   旬頃 

既に登録済の車は申込みできません。 
見積額合計 ☆ 円 

 
３ 資金計画 

見 積 額 合 計 国等への補助申請額 自 己 資 金 あっせん申込額 

 

融資あっせん額 
（都記入欄） 

☆ 円 円 円 万円 万円 

 
注）見積額合計欄の☆マークは同じ金額を記載してください。 

 



 

購入車両 車  名 車両型式 車両総重量 主な架装内容 見 積 額 

４台目   kg  円 

５台目   kg  円 

６台目   kg  円 

７台目   kg  円 

８台目   kg  円 

９台目   kg  円 

10台目   kg  円 

 
（当該申込書に記載された個人情報について都は、融資あっせん及び利子補給金等交付決定に付随する業務に必要な範

囲で利用します） 

 

※押印を省略する場合は、下欄の御記入をお願いいたします。 

本書類を発行する

ことができる権限

を有する者 

役職及び氏名  

電話番号  

事務担当者 
所属、役職及び氏名  

電話番号  

  

本人 

確認日 
年  月  日 

確認者

氏名 
 

確認

方法 
□対面 □電話 □テレビ会議 

  

 



第１号様式その１ 

 

誓 約 書 

 

 東京都知事 殿 

 

 

 東京都環境保全資金融資あっせん要綱第１４の２の規定に基づく融資のあっせん

の申込みを行うに当たり、当該申込みにより融資のあっせんを受けようとする者

（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは

構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３

号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」

という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたしま

す。 

 また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１４の３の規定によりあっせん

決定の取消しを受けた場合、及び第１５の３の規定により交付の決定の取消しを受

けた場合において、利子補給金等の返還を命じられたときは、これに異議なく応じ

ることを誓約いたします。 

 あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、

警視庁へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

      年  月  日 

 

 

             住 所 

                                      

 

氏 名 

                                      

 

 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入す

ること。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

 ・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・暴力団員を雇用している者 

 ・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 


